
 
 

生活保護法施行規則（昭和２５年 厚生省令第２１号）＝抄＝ 

 
（指定医療機関の指定の申請） 

第１０条 法第４９条の２第１項の規定に基づき指定医療機関の指定を受けようとする病院若

しくは診療所又は薬局の開設者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該病院若

しくは診療所又は薬局の所在地を管轄する地方厚生局長に提出しなければならない。 
一 病院若しくは診療所又は薬局の名称及び所在地 
二 病院若しくは診療所又は薬局の管理者の氏名、生年月日及び住所 
三 病院又は診療所にあっては保険医療機関（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３

条第３項第１号に規定する保険医療機関をいう。以下同じ。）である旨、薬局にあっては保

険薬局（同号に規定する保険薬局をいう。以下同じ。）である旨 
四 法第４９条の２第２項第２号から第９号まで（法第４９条の２第４項（法第４９条の３第

４項及び第５４条の２第４項において準用する場合を含む。）、第４９条の３第４項、第５４

条の２第４項及び第５５条第２項において準用する場合を含む。）に該当しないことを誓約

する書面（以下「誓約書」という。） 
五 その他必要な事項 

２ 法第４９条の２第４項において準用する同条第１項の規定に基づき指定医療機関の指定を

受けようとする病院若しくは診療所（生活保護法施行令（昭和２５年政令第１４８号）第４条

各号に掲げるものを含む。第１号及び次項を除き、以下この条において同じ。）又は薬局の開

設者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を当該病院若しくは診療所又は薬局の所在

地（指定訪問看護事業者等（健康保険法第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者又は介

護保険法第４１条第１項に規定する指定居宅サービス事業者（同法第８条第４項に規定する訪

問看護を行う者に限る。）若しくは同法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス事業

者（同法第８条の２第４項に規定する介護予防訪問看護を行う者に限る。）をいう。以下同じ。）

にあっては、当該申請に係る訪問看護ステーション等（指定訪問看護事業者等が当該指定に係

る訪問看護事業（以下「指定訪問看護事業」という。）又は当該指定に係る居宅サービス事業

（以下「指定居宅サービス事業」という。）若しくは当該指定に係る介護予防サービス事業（以

下「指定介護予防サービス事業」という。）を行う事業所をいう。以下同じ。）の所在地。第４

項及び第１１条において同じ。）を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 
一 病院若しくは診療所又は薬局にあっては、その名称及び所在地 
二 指定訪問看護事業者等にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地並びに訪問看護ス

テーション等の名称及び所在地 
三 病院若しくは診療所又は薬局の開設者の氏名、生年月日、住所及び職名又は名称 
四 病院若しくは診療所又は薬局の管理者の氏名、生年月日及び住所 
五 病院又は診療所にあっては保険医療機関である旨、薬局にあっては保険薬局である旨、指

定訪問看護事業者等にあっては指定訪問看護事業者等である旨 
六 誓約書 
七 その他必要な事項 



 
 

３ 法第４９条の３第１項の規定に基づき指定医療機関の指定の更新を受けようとする国の開

設した病院若しくは診療所又は薬局の開設者は、第１項各号（第４号を除く。）に掲げる事項

及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る病院若しくは診療所又は薬

局の所在地を管轄する地方厚生局長に提出しなければならない。 
一 現に受けている指定の有効期間満了日 
二 誓約書 

４ 法第４９条の３第１項の規定に基づき指定医療機関の指定の更新を受けようとする病院若

しくは診療所又は薬局の開設者（前項に規定するものを除く。）は、第２項各号（第６号を除

く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る病院若

しくは診療所又は薬局の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 
一 現に受けている指定の有効期間満了日 
二 誓約書 

 
（法第４９条の２第２項第４号の厚生労働省令で定める同号本文に規定する指定の取消しに該

当しないこととすることが相当であると認められるもの） 
第１０条の２ 法第４９条の２第２項第４号（同条第４項（法第４９条の３第４項及び第５４条

の２第４項において準用する場合を含む。）、第４９条の３第４項及び第５４条の２第４項にお

いて準用する場合を含む。）に規定する厚生労働省令で定める同号本文に規定する指定の取消

しに該当しないこととすることが相当であると認められるものは、厚生労働大臣又は都道府県

知事が法第５４条第１項（第５４条の２第４項及び第５５条第２項において準用する場合を含

む。）その他の規定による報告等の権限を適切に行使し、当該指定の取消しの処分の理由となっ

た事実その他の当該事実に関して当該病院若しくは診療所又は薬局の開設者が有していた責

任の程度を確認した結果、当該開設者が当該指定の取消しの理由となった事実について組織的

に関与していると認められない場合に係るものとする。 
 
（聴聞決定予定日の通知） 
第１０条の３ 法第４９条の２第２項第６号（同条第４項（法第４９条の３第４項及び第５４条

の２第４項において準用する場合を含む。）、第４９条の３第４項、第５４条の２第４項及び第

５５条第２項において準用する場合を含む。）の規定による通知をするときは、法第５４条第

１項（法第５４条の２第４項及び第５５条第２項において準用する場合を含む。）の規定によ

る検査が行われた日（以下この条において「検査日」という。）から１０日以内に、検査日か

ら起算して６０日以内の特定の日を通知するものとする。 
 
（法第４９条の２第４項において読み替えて準用する同条第２項第１号に規定する厚生労働省

令で定める事業所又は施設） 
第１０条の４ 法第４９条の２第４項において読み替えて準用する同条第２項第１号に規定す

る厚生労働省令で定める事業所又は施設は、訪問看護ステーション等とする。 
 



 
 

（厚生労働省令で定める指定医療機関） 
第１０条の５ 法第４９条の３第４項で準用する健康保険法第６８条第２項の厚生労働省令で

定める指定医療機関は、保険医（同法第６４条に規定する保険医をいう。）である医師若しく

は歯科医師の開設する診療所である保険医療機関又は保険薬剤師（同法第６４条に規定する保

険薬剤師をいう。）である薬剤師の開設する保険薬局であって、その指定を受けた日からおお

むね引き続き当該開設者である保険医若しくは保険薬剤師のみが診療若しくは調剤に従事し

ているもの又はその指定を受けた日からおおむね引き続き当該開設者である保険医若しくは

保険薬剤師及びその者と同一の世帯に属する配偶者、直系血族若しくは兄弟姉妹である保険医

若しくは保険薬剤師のみが診療若しくは調剤に従事しているものとする。 
 
第１０条の６～８、第１１条 （略） 
 
（指定の告示） 
第１２条 厚生労働大臣又は都道府県知事が法第５５条の３（同条第１号の場合に限る。）の規

定により告示する事項は、次に掲げる事項とする。 
一 指定年月日 
二 病院、診療所若しくは薬局又は地域密着型介護老人福祉施設、介護老人福祉施設若しくは

介護老人保健施設にあってはその名称及び所在地 
三 指定訪問看護事業者等又は居宅介護事業者、居宅介護支援事業者、特定福祉用具販売事業

者、介護予防事業者、介護予防支援事業者若しくは特定介護予防福祉用具販売事業者にあっ

てはその名称及び主たる事務所の所在地並びに当該指定に係る訪問看護ステーション等又

は居宅介護事業所、居宅介護支援事業所、特定福祉用具販売事業所、介護予防事業所、介護

予防支援事業所若しくは特定介護予防福祉用具販売事業所の名称及び所在地 
四 助産師又は施術者にあってはその氏名及び住所(助産所又は施術所を開設している助産師

又は施術者にあってはその氏名並びに助産所又は施術所の名称及び所在地) 
 

（標示） 
第１３条 指定医療機関、指定介護機関又は指定助産機関若しくは指定施術機関は、様式第３号

の標示を、その業務を行う場所の見やすい箇所に掲示しなければならない。 
 

（変更等の届出） 
第１４条 法第５０条の２（法第５４条の２第４項及び第５５条第２項において準用する場合を

含む。次項において同じ。）に規定する厚生労働省令で定める事項は、法第４９条の２第１項

の規定により指定医療機関の指定を受けた病院若しくは診療所又は薬局にあっては第１０条

第１項各号（第４号を除く。）に掲げる事項とし、それ以外の病院若しくは診療所（生活保護

法施行令第４条各号に掲げるものを含む。）又は薬局にあっては同条第２項各号（第６号を除

く。）に掲げる事項とし、法第５４条の２第４項において準用する第４９条の２第１項の規定

により指定介護機関の指定を受けた地域密着型介護老人福祉施設、介護老人福祉施設又は介護



 
 

老人保健施設にあっては第１０条の６第１項各号（第４号を除く。）に掲げる事項とし、それ

以外の介護機関にあっては同条第２項各号（第６号を除く。）に掲げる事項とし、法第５５条

第２項において準用する第４９条の２第１項の規定により指定助産機関又は指定施術機関の

指定を受けた助産師又は施術者にあっては第１０条の８第１項第１号及び第３号に掲げる事

項（次項において「届出事項」という。）とする。 
２ 法第５０条の２の規定による届出は、次に掲げる事項を記載した届書を提出することにより

行うものとする。 
一 届出事項に変更があつたときは、変更があつた事項及びその年月日 
二 事業を廃止し、休止し、又は再開するときは、その旨及びその年月日 

３ 指定医療機関、指定介護機関、指定助産機関又は指定施術機関（以下「指定医療機関等」と

いう。）は、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第２４条、第２８条若しくは第２９条、健

康保険法第９５条、薬事法（昭和３５年法律第１４５号）第７２条第４項若しくは第７５条第

１項、医師法（昭和２３年法律第２０１号）第７条第１項若しくは第２項、歯科医師法（昭和

２３年法律第２０２号）第７条第１項若しくは第２項、介護保険法第７７条第１項、第７８条

の１０第１項、第８４条第１項、第９２条第１項、第１０１条、第１０２条、第１０３条第３

項、第１０４条第１項、第１１４条第１項、第１１５条の９第１項、第１１５条の１９第１項、

第１１５条の２９第１項若しくは第１１５条の３５第６項、保健師助産師看護師法（昭和２３

年法律第２０３号）第１４条第１項、あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する

法律（昭和２２年法律第２１７号）第９条第１項若しくは第１１条第２項又は柔道整復師法（昭

和４５年法律第１９号）第８条第１項若しくは第２２条に規定する処分を受けたときは、その

旨を記載した届書により、１０日以内に、法第４９条、第５４条の２第１項又は第５５条第１

項の指定をした地方厚生局長又は都道府県知事に届け出なければならない。 
 

（変更等の告示） 
第１４条の２ 厚生労働大臣又は都道府県知事が法第５５条の３（第２号の場合に限る。）の規

定により告示する事項は、第１２条第２号から第４号までに掲げる事項とする。 
 

（指定の辞退） 
第１５条 法第５１条第１項（法第５４条の２第４項及び第５５条第２項において準用する場合

を含む。）の規定による指定の辞退は、その旨を記載した届書を、法第４９条、第５４条の２

第１項又は第５５条第１項の指定をした地方厚生局長又は都道府県知事に提出することによ

り行うものとする。 
 

（辞退等に関する告示） 
第１６条 厚生労働大臣又は都道府県知事が法第５５条の３（第３号及び第４号の場合に限る。）

の規定により告示する事項は、第１２条第２号から第４号までに掲げる事項とする。 
 

第１７条～第２２条の４ （略） 



 
 

 
（権限の委任） 
第２３条 法第８４条の６第１項の規定により、次に掲げる厚生労働大臣の権限は、地方厚生局

長に委任する。ただし、厚生労働大臣が第１号、第２号、第４号、第７号及び第１０号に掲げ

る権限を自ら行うことを妨げない。 
一 法第２３条第１項に規定する権限 
二 法第４５条第１項に規定する権限 
三 法第４９条に規定する指定に関する権限 
四 法第５０条第２項に規定する権限 
五 法第５０条の２（法第５４条の２第４項において準用する場合を含む。）に規定する権限 
六 法第５１条第２項（法第５４条の２第４項において準用する場合を含む。）に規定する権

限 
七 法第５４条第１項（法第５４条の２第４項において準用する場合を含む。）に規定する権

限 
八 法第５４条の２第１項に規定する指定に関する権限 
九 法第５５条の３に規定する権限 
十 法第８４条の４第１項に規定する権限 

２ 第８４条の６第２項の規定により、前項各号に規定する権限は、地方厚生支局長に委任する。た

だし、地方厚生局長が当該権限を自ら行うことを妨げない。 
 
様式（略） 
 

附則 

 

（施行期日） 

第１条 この省令は、生活保護法の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）の施行の日

（平成２６年７月１日）から施行する。 

 

（改正法附則第５条第２項に規定する厚生労働省令で定める期間等） 

第２条 改正法附則第５条第２項の厚生労働省令で定める期間は、１年間とする。 

２ 改正法附則第５条第３項において読み替えて準用する生活保護法（以下この条において「法」

という。）第４９条の３第１項の厚生労働省令で定める期間は、次の各号に掲げる機関の区分

に応じ、それぞれ当該各号に掲げる期間とする。 

一 病院若しくは診療所又は薬局  

改正法附則第５条第１項の規定により法第４９条の指定を受けたものとみなされた日

から健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６８条第１項の規定により同法第６３条第

３項第１号の指定の効力が失われる日の前日までの期間（当該前日がこの省令の施行の日

（第３号において「施行日」という。）から１年以内に到来する場合にあっては、当該前



 
 

日から６年を経過する日までの期間） 

二 生活保護法施行令第４条第１号に掲げる機関（健康保険法第８９条第２項の規定により同

条第１項の指定があったものとみなされたものを除く。） 

 ６年 

三 生活保護法施行令第４条第１号に掲げる機関（健康保険法第８９条第２項の規定により同

条第１項の指定があったものとみなされたものに限る。）及び同条第２号に掲げる機関 

 改正法附則第５条第１項の規定により法第４９条の指定を受けたものとみなされた日

から介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７０条の２第１項（第７８条の１２及び第

１１５条の１１において準用する場合を含む。）に規定する指定の有効期間の満了の日ま

での期間（当該日が施行日から１年以内に到来する場合にあっては、当該日から６年を経

過する日までの期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


